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令和６年度第２回 

新宿区外部評価委員会第３部会 会議概要 

 

＜開催日＞ 

令和６年７月２２日（月） 

 

＜場所＞ 

本庁舎６階 第２委員会室 

 

＜出席者＞ 

外部評価委員会委員（５名） 

稲継裕昭、小杉美恵子、佐伯康之、古市雄大、安井潤一郎 

区職員 

事業所管課（７名） 

中野企画政策課長、原田総務課長、松原副参事（安全・安心対策担当）、 

村上文化観光課長、大山新宿観光振興協会担当課長、市田産業振興課長、 

瀬沼消費生活就労支援課長 

 

事務局（３名） 

西澤副参事（特命担当）、甲斐主査、奥井主任 

 

＜開会＞ 

【部会長】 

 皆さん、こんにちは。ただいまから第 2回新宿区外部評価委員会第 3部会を開催します。 

 本日は、事業所管課へのヒアリングを実施します。 

 それでは、議事に入る前に、本日の配付資料の確認をお願いいたします。 

【事務局】 

 では、事務局よりご説明いたします。 

 まず、配付資料の確認をさせていただきます。 

 委員の皆様には、本日の資料として、次第をお配りしています。その下に外部評価チェッ

クシートを個別施策別にお配りしています。 

 その後、Ａ4 横で参考資料の 1、本日の質問のリスト、その下に、参考資料の 2、部会の

スケジュールとなっています。 

 その下に、前回ご説明しました決算実績を踏まえて、決算額とか実績の数を更新したシー

トです。それも施策別におつけしております。 

 以上が、まず委員向けの配付資料のご説明です。過不足ございませんでしょうか。ありが
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とうございます。 

 続いて、理事者の机上に配付させていただいている資料のご説明をさせていただきます。 

 一番上に配席表、その下に本日の質問事項等リスト、その下に委員と同じ最新の内部評価

シートを施策別に配付しております。 

 以上、資料の過不足等ありませんでしょうか。 

 では、資料確認、以上とさせていただきます。 

【部会長】 

 それでは、ヒアリングを実施します。 

 外部評価委員会は、テーマごとに委員会を 3 つの部会に分けており、この第 3 部会のテ

ーマは、自治、コミュニティ、文化、観光、産業です。 

 本日は、個別施策Ⅱ－3「暮らしやすい安全で安心なまちづくりの実現 ①犯罪のない安

心なまちづくり」、Ⅲ－10「活力ある産業が芽吹くまちの実現」、Ⅲ－13「国際観光都市・新

宿としての魅力の向上」、Ⅴ－3「地方分権の推進」、以上の 4つの個別施策について、個別

施策を構成する計画事業と経常事業を中心にヒアリングを行います。 

 進行の詳細について、事務局から説明をよろしくお願いします。 

【事務局】 

 事務局からご説明します。 

 本日は、事務局を通じて事前に委員の皆様、また区の担当部署の皆様にお伝えしてある質

問ごとに、部会長の進行に従い質疑応答を中心に進めさせていただきます。 

 事業所管課の皆様は、質問リストに記載されている質問についてご回答をお願いいたし

ます。 

 委員の皆様は、事業所管課からの回答を受け、確認や追加質問したい内容がある場合はご

発言をお願いいたします。事業所管課の皆様は、それらの質問、追加で出た質問等に対して

も、可能な範囲でご回答いただくようにお願いいたします。 

 また、質疑応答が時間内に終了しなかった場合などには、文書で追加質問させていただく

場合もありますので、よろしくお願いいたします。 

 本日の質疑応答は、まず個別施策Ⅴ－3から始めさせていただき、その後、施策番号順に

個別施策Ⅱ－3の①、個別施策Ⅲ－10、個別施策Ⅲ－13の順番で進めさせていただきます。 

 説明は以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 進行等について、何かご質問等ありますでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、事業所管課の皆様は、参考資料 1に記載されている質問について回答をお願い

します。 

 最初に、個別施策Ⅴ－3に関する質問、質問リストの 20番から 23番です。こちらについ

て、企画政策課長は、質問番号順に回答をよろしくお願いいたします。 
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【企画政策課長】 

 それでは、企画政策課長でございます。 

 事前にご質問を頂戴しておりまして、それについてお答えをさせていただくということ

でございますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、質問番号、今日は 20番でございます。地方分権の推進です。 

 現在設定されている成果指標が、進捗状況を全く測定できないものであり、指標としては

不適切ではないか、機会を捉えて見直すべきであるというご意見でございます。 

 まず、これにつきましては、確かに委員会からのご指摘のとおりでございます。この間、

外部評価委員会の委員の先生方には、様々な区の取組につきまして、その指標についてより

具体的に明確化するようにというような観点で、様々な貴重なご意見を頂戴してきている

ところでございます。 

 この地方分権の推進のところにつきましても、今回の現在の総合計画を策定いたしまし

たときに、取組といたしまして、国や都から区への権限の移譲、税財源の適正な移譲を働き

かけていくというような、非常に分かりづらい指標になっているような状況でございます。 

 現在のこの地方分権を考える上で、区と国との関係で、様々な権限や財源が区に下りてく

るというところと、それから、東京都と特別区との関係で、都区間の間での様々な権限と財

源の移譲の問題ということで、大きく 2つあるわけでございます。 

 まず、国との関係でいきますと、以前は国と地方の関係というと、どちらかというと国が

上位で地方がその下に立つという縦の関係で制度が設計されておったというような状況で

ございますが、平成 12年の地方分権一括法に基づきまして、基本的には国と地方が対等の

関係で仕事をしていくような位置づけということで大きく変わったところでございます。 

 そうした法律の大きな改正を経まして、現在において国と地方の関係を見ていく上では、

地方からの提案制度という制度がございます。これは、毎年各地方自治体から、様々な法律

上ですとか制度上の支障となっているような部分につきまして、国に対してこういうふう

に改善をしたらいいのではないかというような提案を行ってございまして、令和 6 年につ

きましても、全国の自治体から 293の提案が国に出されておりまして、国でも地方からの提

案を受けて改善をし、地方自治体の仕事がよりしやすくなるようにということで、今、検討

を行っていただいているような状況でございます。 

 こうした地方からの提案制度を中心に、国と地方の関係がより地方に仕事がしやすい環

境が整うようにということで、制度的な取組として行われておりまして、この点を踏まえま

して、次の総合計画を策定する令和 10年以降に、指標の在り方につきましては、こういっ

た現状なども踏まえながら検討できたらというふうに考えてございます。 

 今すぐに、具体に成果指標を測れるものがあるのかといいますと、国と地方の権限ですと

か財源の問題ということで、区単独の取組で成果を上げられる部分ではございませんので、

明確な指標の定義づけというのは難しいかなと思いますが、そうした国と地方との関係の

状況を見ながら、指標の在り方については検討していきたいと考えてございます。 
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 それから、東京都との関係でございますけれども、まず区と都の間では、平成 19年から

23 年の間に、様々都と区の仕事の配分の割合や在り方について議論していた時期がござい

ました。そこで一定の到達点ということで、事務の整理をしているところでございますが、

なかなかそこから先に話が進んでいないというような状況がございます。こちらも非常に

膠着している状況で、この辺も踏まえて、都と区との間での権限ですとか税財源の移譲につ

いて、どのような指標が適切なのかという点につきましても、そういった状況や現在に置か

れている都区間の状況をよく検証いたしまして、検討していきたいと考えてございます。 

 20番の質問については以上でございます。 

【部会長】 

 続けて。 

【企画政策課長】 

では、21番でございます。 

 こちらは経常事業 687「特別区のあり方の見直しと自治権の拡充」というところでござい

まして、この取組の背景はどのような事情があり、どのような目的の下になされているのか。

国や東京都との関係において、現在の新宿区の財源や事務負担が適正でないため、それを助

成するための取組ということかというご質問でございます。 

 こちら、まず東京都と特別区との関係でお話をさせていただきますと、地方自治法の改正

が平成 12年にございまして、東京都と特別区の位置づけ、仕事の役割分担、在り方が大き

く変わった時期がございました。どう変わったかと申しますと、以前は特別区というのは、

東京都の内部的な団体と位置づけて、一般的な県と市のような関係とはちょっと違った関

係性でございました。 

 平成 12年を境に、改正地方自治法を受けまして、特別区が一般の市と同様、基礎的な自

治体ということで、そこに住む住民への基礎的なサービスを担う団体という位置づけがさ

れました。その中で、東京都が担っていた仕事のうち、清掃事業が特別区に移管されたとい

うような状況がございます。 

 一方で、一般の市が行っている水道ですとか消防といった事業につきましては、特別区の

区域におきましては東京都がやっているということで、これは大都市地域における行政の

統一性、一体性確保の観点ということで、特例的に行っているような状況でございます。 

 その他、都区間の財源調整というところで、1つ大きな課題がございます。一般の市が徴

収しております固定資産税ですとか住民税の法人分につきましては、特別区は直接自分た

ちの財源とすることができずに、一旦東京都がその税を集めまして、それぞれの区の行政需

要や歳入状況、税収の状況を見ながらそのお金を配分するというような、特別な仕組みがご

ざいます。この仕組みがなかなか厳しい状況でございまして、特別区側とすればもっともら

えるはずだという思いがございますし、一方で東京都のほうは、この配分割合が適切だとい

うような考えがございまして、固定資産税ですとか、住民税の法人分につきましては、現在、

55.1％が特別区に配分されているというような状況でございます。 
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 こういった状況でございますが、現在、特別区におきましては、以前東京都がやっていた

児童相談所の事務が、各特別区でも行うことができるように政令が改正されまして、既に 8

区がそれぞれ自分の区で児童相談所業務を行っております。 

 あと、今年度も 1団体、それからもう一団体予定しているところがございまして、間もな

く 10の区が児童相談所業務を東京都から引き継いで、自分たちの区の事務として行ってい

くような状況になってございますが、そういった状況の中で、この調整する税が、なかなか

区に下りてこないというような課題がございます。こういった状況がある中で、区側とすれ

ば、そういった児童相談所業務も新たに始めている区も増えておりますので、この財源を少

しでも多く区のほうに譲渡していただきたいということで、交渉しておるところでござい

ますが、東京都と特別区の間で税の財源の在り方について議論しようと思っても、なかなか

東京都も税源を手放したくないというようなこともあって、話が進まないという状況でご

ざいます。 

 それから、事務的な部分でいいますと、平成 19年から 23年の間に、東京都と特別区の間

で、都がやっている事務を今後どうするかというような議論がありました。区に移管すべき

ではないかということで 53の業務が、東京都に引き続き残すべきではないかということで

184 の業務が、その他幾つか見直しということで課題を整理したんですけれども、事務が移

譲されたかというと、全くそういうことが行われずに、協議が全然先に進まないという状況

で、この 10年以上きているような状況でございます。 

 そういった状況の中で、これまでの取組の経緯を踏まえて、区が担っていくべき事務につ

いては、東京都から事務の移譲を受けまして、税源も踏まえてしっかりやっていきたいとい

うことで、東京都と交渉しているような状況でございます。 

 それから、次の 22番目の経常事業 688「自治基本条例の推進」です。 

 こちらのご質問は、小・中学生用のパンフレットは一般のパンフレットとは別に作成され

たものかというご質問でございまして、これは委員会のご指摘のとおりでございます。 

 私ども新宿区の自治基本条例というのを、平成 23 年 4 月施行しておりまして、この間、

自治の在り方、私どもの区の自治の在り方を、国でいえば憲法的な意味合いというか、そう

いった位置づけでやっているところでございます。 

 できたときに、将来の新宿の自治の主役となる小・中学生につきましても、自治基本条例

の趣旨をしっかり理解をしていただきたいということで、当時、教育委員会の事務局の先生

方ともいろいろとご意見を伺いながら、専門の小・中学生向けパンフレットをつくってきて、

毎年これを小学校 6年生と中学校 3年生に配布をしているような状況でございます。 

 それから、23番目のところでございます。同じく「自治基本条例の推進」ということで、

新宿区職員への新任研修や、この小・中学生用のパンフレットの配布により、事業が意図す

る成果が得られているのか、ヒアリング等による効果測定を行っているのかとのご質問で

ございます。 

 こちらでございますが、まず私ども、この自治基本条例なんですが、新宿区に新たに毎年
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4月に入ってきます新規採用職員の研修のプログラムの中に、自治法基本条例を位置づけて

ございまして、企画政策課の職員が講師となりまして、新入職員に対してこの自治基本条例

の説明をしております。 

 どれだけ理解をしたかにつきましては、その研修の効果測定ということではございませ

んが、受講結果報告書というのを研修が終わった後に提出をしていただき、私どもの職員が

話をいたしました自治基本条例の内容について、どれだけ理解をしていただいたかについ

ての効果測定を一定程度行っているところでございます。 

 それから、この自治基本条例につきましては、私どもの昇任試験の際にも、昇任試験の出

題範囲に入れてございまして、そういった昇任選考の時期におきましても、改めて職員は自

治基本条例について学んでいるというようなところでございます。 

 一方、小・中学生につきましては、実際に自治基本条例をどれだけ理解していただいたか

というような効果測定を行っていないところでございますが、毎年学校にこの資料を配布

する際には、この資料を配布する意義等につきましてきちんとした説明をつけまして、各学

校にご活用いただくようにお話をさせていただいているところでございます。 

 簡単ではございますが、以上のような状況でございます。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 今、20 番から 23番までのご回答をいただいたところです。 

 委員の皆様から追質問とかございましたらよろしくお願いします。いかがでしょうか。 

【委員】 

 ご説明ありがとうございました。 

 私が質問させていただいたのは 21番なんですが、結局その国と東京都の、東京都と新宿

区の税源移譲も進まないし、事務負担の移管も進まないということで、10 年近く滞ってい

たということに関しては、例えば最終的にはこれは誰が決めるべきことになるんですか。そ

れは、もう結局ずっと当事者同士で話し合って、都と区が話し合って、結局決まらないとい

うことで、例えば国とかが調整をしたりとか、そういうことになるんでしょうか。 

【部会長】 

 どうぞ、企画政策課長。 

【企画政策課長】 

 この都区の事務の権限の移譲ですとか財源の問題につきましては、これはもう我々事務

方のほうのレベルというよりも、知事と特別区長会、特別区の区長との間の決断によるのか

なというところでございます。 

 こちら毎年、次年度の予算要望という形で、特別区長会といたしまして、東京都に様々な

施策ですとか予算要望を行ってございます。例年ですと 7 月から 8 月、これから間もなく

の時期でございますが、この時期におきましても、この予算要望の中で、都区の在り方を改

めてしっかり同じ土俵に乗って検討しましょうよということで、区長会といたしまして都
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知事に申入れをしているところでございます。 

 それから、様々都知事と特別区の区長のいろいろな都政の問題を意見交換する場が、それ

以外の時期にもございまして、その中でも区長会、特別区側からは、きちっと都区の在り方、

平成 19 年から 23 年に両者で一定の課題の整理をしたわけですから、それを前にもう一歩

進めるための土俵をもう一回用意して進んでいこうということで、ご提案をしているとこ

ろでございます。 

 あとはもう本当に都知事の決断で進むかどうかというような、最終的にはそんな状況で

ございますので、引き続き諦めずに、区長会といたしましても、そういった機会を捉えてし

っかりと要請しているところでございます。 

【部会長】 

 よろしいでしょうか。 

【委員】 

 はい。 

【部会長】 

 ほかによろしいですか。 

 私からちょっとコメント的なものなんですけれども、分権ということをもう言い続けて

20 年になるんですが、実際にどこまでがその落ち着き先というのが、要求する側でちゃん

と腰が据わっていない自治体が非常に多いように感じております。 

 例えばパスポートの発給を市町村まで下ろしているというのは結構あるんですけれども、

果たしてそれが新宿区に来た場合に、ちゃんと対応できるのか。あるいは区民にとってむし

ろ幸せなのか、幸せでないのか。あるいはそのほかの業務で市区町村に下りているものが、

ほかの自治体はたくさんありますけれども、それだけのキャパシティーがあるのかどうか

とか、いろんな問題があると思うんです。 

 なので、分権、分権というのはおっしゃるので、理念としては大事と思うんですけれども、

実際にどういうところが区としての落ち着き先なのかということを、ぜひ次の総合計画を

定めるときには、腰を据えて議論していただきたいなと思っております。 

 これは単なるコメントです。返答は結構でございます。ありがとうございます。 

 それでは、個別施策Ⅴ－3についての質疑は終わりました。 

 企画政策課長、どうもありがとうございました。ご退席いただいて結構でございます。 

【企画政策課長】 

 ありがとうございました。 

【部会長】 

 次に、個別施策Ⅱ－3、①に関する質問、質問リストの最初に戻りまして 1から 4ですけ

れども、こちらについて、所管部署の皆様は、質問番号順に回答をお願いいたします。よろ

しくお願いします。 

【副参事（安全・安心対策担当）】 
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 質問番号 1、個別施策Ⅱ－3「暮らしやすい安全で安心なまちの実現」、①犯罪のないま

ちづくりにつきまして、成果目標 1「区民の日常生活における安心度」の実績値はどのよう

に把握しているかという質問でございます。 

 こちらにつきましては、区政モニターアンケートの結果となっております。質問は、「あ

なたはお住まいの地域で犯罪への不安を感じることがありますか」という質問に対して、1

「不安を感じる」、2「少し感じる」、3「あまり感じない」、4「不安を感じない」、5「分

からない」の 5つから回答します。 

 このうち、3「あまり感じない」か、4「不安を感じない」と回答した者の割合の合計が

36.2％であり、この数字が区民の日常生活における安心度としております。 

【部会長】 

 続けてください。 

【副参事（安全・安心対策担当）】 

 続いて、2番、経常事業 380「防犯対策の推進」。 

 自動通話録音機の貸出台数は、平成 29年から令和 5年度までの累計で 5,619台とのこと

ですが、この値は貸出台数を合計しただけの値なのか。または区に返却された台数等、貸出

後に使用されなくなった台数を差し引いた値なのか。また、使用されなくなった録音機はど

のように管理しているのかという質問に関してでございます。 

 5,619 台は、これまでの貸出台数を合計した値となります。返却された台数を差し引いた

ものではありません。 

 返却により使用されなくなった録音機につきましては、基本的には在庫となるんですが、

これまで返却されたものにつきましては、相当年数が経っているものがほとんどで、こうい

ったものは在庫とせず廃棄としておりますので、また、プライバシーだとか保証期間の観点

もございますので、未使用なものは在庫となっているのが現状でございます。 

 以上です。 

【部会長】 

 続けてお願いします。 

【消費生活就労支援課長】 

 質問番号 3についてお答えいたします。 

 消費生活就労支援課長です。 

 まず、消費生活相談については、消費生活相談員が各案件についての状況を聞き取りまし

て、解決に向けた対応方法について相談者にお伝えしております。 

 例えばアパートの賃貸契約において、アパート退去時に敷金を返金しないまま部屋のク

リーニング代を請求された場合、法令違反ではないかというようなご相談の場合、各地域で

の商習慣により特約を設ける場合もあり、一般的に有効であると、法令違反とは言い難いで

すとか、そういったご助言をしております。そういった場合には、賃貸契約書において特約

等の記載がなく、説明も受けていないのであれば、家主が敷金を返還しないことについて問
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題がないか、専門の窓口、賃貸ホットラインや不動産適正取引推進機構の相談窓口等の専門

の窓口をご案内しております。 

 相談におきまして、全国消費生活情報ネットワークシステムというものがございます。通

常ＰＩＯ－ＮＥＴと呼んでおりますけれども、このシステムでは、処理結果を入力する欄が

ございまして、令和 5 年度は 3,850 件ございましたが、このうちあっせん解決としたもの

が 215 件、パーセンテージでいうと 5.58％です。あっせん不調となったものが 43件、これ

が 1.12％です。そして、助言という結果となったものが 2,592件、67.32％でした。 

 それで、あっせん解決として、相談員が実際に相談者と相手方の間に入りまして解決のご

案内等をするものと、相談者に助言をして、その相談者が自分で解決するものもございまし

て、その相談の後に解決に至ったものもございます。その後の動きにつきましては、消費生

活センターでは各案件の把握等はしてございませんので、このような件数の結果となって

いるところです。 

 消費者トラブルについては、社会情勢に合わせまして手口も巧妙化しておりますので、未

然に防ぐということを念頭に置きながら相談に乗っているところでございます。 

 質問番号 4に進みます。 

 この質問でご指摘のとおり、令和 5年度におきまして、相談件数を年代別に見ると、70代

以上が最も多く、641件の相談がセンターのほうに寄せられています。このような状況を踏

まえまして、介護保険事業者、民生委員、高齢者総合相談センター、保健センターなど、高

齢者の生活に密着したサービスを行う事業者や、相談機関の協力を得て、高齢者等の悪質商

法の被害を早期に発見して通報するネットワーク、悪質商法被害防止ネットワークを立ち

上げまして、年 1回の連絡会を開催し、情報交換を行っているところでございます。 

 高齢者総合相談センターとの連絡は普段から行っておりまして、件数としては非常に少

ないのですが、認知症などによって判断能力の低下が見られる高齢者の方については、高齢

者総合相談センターの職員に支援していただきまして、契約の取消しの支援、書類のやり取

り等の支援を緊急的に行う。そういった事例もございます。 

 また、そういった高齢者の方々には、ご家族にまず支援をいただきまして、そのご家族に

対して高齢者総合相談センターへの相談を案内したり、また、逆に高齢者総合相談センター

から、これは消費者トラブルではないかといった情報が新宿区消費生活センターのほうに

寄せられることもございます。このように適宜連携を取りながら、各消費者へのトラブルに

ついて解決のほうにご案内しているといったところでございます。 

 以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 今のご質問に関しまして、追加のご質問等ございましたら、委員の皆様からどうぞお願い

します。いかがでしょうか。 

【委員】 



10 
 

 私が質問させていただいたのは通番の 2 です。その中で、5,619 台は累計だという話で、

返却も含めて入っているということなんですけれども、結局この 5,619台というのは、実際

使用されているというより、警察署とかいろんなところに貸し出されているけれども、消費

者に対しては本当に使用されているのかというのがやや疑問を感じたのと、例えば今もう

携帯で録音するのが一般的だと思いますので、老人の方も携帯は普及していて、その携帯へ

の録音の仕方を教えたほうが経済的なやり方のような気がするんですけれども、本当にこ

れが使われているものに対して予算が出ているのかなというのが、ちょっとご質問したい

ポイントでした。 

【部会長】 

 ご回答お願いします。 

【副参事（安全・安心対策担当）】 

 安全・安心対策担当です。 

 5,619 台というのは、実際に貸し出された件数です。現状といたしまして、やはり詐欺に

遭われる高齢者というのは、なかなか固定電話というのが手放せない状況で、多くの詐欺の

電話は固定電話にかかってきます。理由は過去にそういった出回った名簿を基にかけてく

るケースがいまだに多く見られるということで、固定電話への対策は、固定電話に出ない、

かかってきた電話にそのまま出ないための対策が必要だということで、このような貸出機

器を出しているというところでございます。 

 携帯電話、スマートフォンの対策というのは、実にもっともなお話でありますが、現状で

は固定電話にかかってくる電話が、詐欺の被害の一番多い件数というふうになっておりま

すので、こういった対策を継続して続けて、こういった貸出しによる被害防止を進めていき

たいというふうに思っております。 

【部会長】 

 よろしいですか。 

【委員】 

 はい。ありがとうございます。 

【委員】 

 4番で質問させていただいたんですけれども、今のお返事を聞いていても、なかなか町会

だとか商店会という言葉が出てきていなかった。 

 商店会の仲間たちと会うと、詐欺を受けて、金額的なことよりも、家族の中でみんなにた

たかれて鬱になって、それで自死ということの話を聞くことがあるんですよ。 

 それで、消費生活就労支援課長と産業振興課長と、今度は横で通さなきゃならないのかも

しれないけれども、やっぱり商店会だとか町会というのは、地域の安全・安心を負担する、

要するに公益的事業なんだという観点で進めていかないと、一番最初に相談を受けるのは、

我々は商店会のメンバーだと思っているんですよ。高齢者の方たち、新宿区に電話するとい

っても、区のどこに電話すればいいのというところになる。 
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 それだったら、買物に行ったときに、何でも相談してと、困ったことがあったら言ってと

いうふうにしたほうがいいと思うんだけれども、町会だとか商店会だとか、地域にある組織

をもうちょっとうまくご利用いただいたらいかがかなと思った次第です。 

【部会長】 

 ご回答をお願いします。 

【消費生活就労支援課長】 

 ご意見ありがとうございます。 

 この高齢者の方々が集まる高齢者クラブですとか、各町会の方々からご希望があれば、出

前講座ですとか、あと消費者トラブルに関する最新事例のご紹介を、その都度ご紹介をして

いるところでございます。 

 確かに町会の方以外にも、地域包括ケアセンター、高齢者総合相談センター、介護事業者、

介護を担われているケアマネジャーさん、かかりつけ医ですとか、そういったところと連携

する事例もございます。 

 最も大切なことは、やはり未然に防ぐというところでございますので、そういった事例等

を当課としても紹介をする幅を増やして、それで、そういった被害が未然に防がれるという

ことを、これからも努めてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

 未然にという部分は、正直言って警察だって難しいと思われているところですから、我々

まちの人間からすれば、被害にあった後、鬱になって、要するに自分で命を縮めるようなこ

とがないような形の切り口、立場も考えておいていただきたいと思います。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 では、最後に私のほうから、これはお答えいただく必要はないんですけれども、今の委員

のお話にもありましたように、区役所の業務は条例、規則に基づいて、各課、各係がそれぞ

れ一生懸命やっておられるのは十分承知しておりますけれども、対象となる区民というの

はいろんなものを背負っているか、いろんなものの対象になっていて、それが商店街へ駆け

込むだとか、そういったことで相談しているわけです。いろんな課がそこに実は関わってい

るんだけれども、窓口として区役所ではなくて商店街とか商店だとか、そういったところが

実は窓口になっているということ、逆に言えばそこを対象としつつ、区として総合的な連携

を図っていただくとか、その仕組みをぜひ考えていただけたらなというふうに思いました。

これはお答えをいただかなくて結構でございます。 

 以上で、Ⅱ－3、①についての質疑は終わりました。 

 所管部署の皆様、ありがとうございました。ご退席いただいて結構でございます。ありが

とうございました。 
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 次に、個別施策Ⅲ－10 に関する質問、これは質問リストの 5 から、ずっと次のページの

14 までいきますが、ここまでのところを産業振興課と文化観光課にわたる部分でございま

すけれども、質問番号順に回答をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

【産業振興課長】 

 それでは、通番 5番の「活力ある産業が芽吹くまちの実現」のところで、質問内容としま

しては、地方創生関連の国事業の一環として、山形県最上郡の特産品である落花生を、東京

の商店で販売してもらい、その商店に補助金を支出するという取組がなされていた。区は、

しんじゅく逸品として区内特産品をアピールするだけでなく、こうした地方創生の動きに

積極的に関与して、遠方の自治体との協働の取組を推進することで、区内産業のさらなる発

展を図るべきだと思うが、この点について区はどう考えているのかというご質問でござい

ます。 

 まず、しんじゅく逸品のことに、簡単に触れさせていただきます。こちら、実行計画事業

になっておりまして、課題が、しんじゅく逸品を選ぶのが、我々の職員であったということ

と、それを年 2 回新宿西口で逸品マルシェというような形のイベントを開催させていただ

いていたんですが、接触頻度が年 2回しかなく少なかったというところ、実行計画でここを

改めていこうというところで、これはまだ決まっていませんが、例えば商品を公募して、そ

こで選定していくような仕組みであるとか、販路についても、逸品での 2日間だけではなく

て、例えばカタログでの販売とか、ＥＣサイトでの販売とか、販路先を多角化していくとい

うふうなことを考えておりまして、こちらについては、令和 7年度から新しい形での実施に

なるというところで、今、着手をしているところです。 

 あと、本年度の取組として、髙島屋の通販カタログにしんじゅく逸品を載せて、まだ途中

ですが 700 万以上の売上げが出たりとかというところでの成果も見えてきているので、い

ろいろ工夫次第でもっと認知が広まっていくものと考えています。 

 こうした取組の中で、ご指摘いただいたような地方創生で各自治体の方が地場の産品に

ついても販路開拓をされている中で、我々と何か一緒にできるようなことであるとか、それ

でもってまた区内産業が発展するような施策があれば、今回の見直しと併せて検討する材

料にさせていただきたいと考えているところです。 

 5番につきましては以上です。 

【文化観光課長】 

 それでは、私から 6番の観光マップ 28万部の対応言語別内訳と、実際に配布されたのは

そのうち何部なのかというご質問です。 

 こちら、発行部数が、全て数字は約でお答えさせていただきますが、発行した 28万部の

中で、日本語が約 15万部、英語が約 8万部、中国語が簡体字と繁体字といって、中国本土

で多く使われている簡体字が約 1万 5,000。台湾、香港、マカオで主に使われている繁体字

が 1万 6,000、韓国語が 1万 8,000、スペイン語が 3,000の内訳になっています。 

 切上げ、切捨てで少し端数が合わない場合があるかと思います。 
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 実際に配布されたのはそのうち何部かということなんですが、実際に配布したのが約 25

万 5,000 部になります。 

 各言語別の内訳もお答えしたほうがよろしければお答えします。よろしいですかね。 

【部会長】 

 じゃ、お願いします。 

【文化観光課長】 

 こちらも約の数値になります。 

 日本語が 12万 4,000、英語が 6万 4,000、簡体字が 2万 1,000、繁体字が 1万 8,000、韓

国語が 2万、スペイン語が 8,000。こちら、発行部数のほうが少ない数字になっているのは

なぜかと申しますと、基本的には私どものほうで在庫を一定程度持っています。それをどん

どん出していくんですけれども、ああ、そろそろ足りないなといったところで発行、印刷を

かけているところです。それを発行部数と呼んでいるところでございます。 

 ですので、実際に市中に出回っているのは、今言った配布部数というような形になります。

これは、年度間を通じてやっている事業ですので、そのような取扱いになるのが一つの理由

と、もう一つは、1回作ってしまって、ずっといっぱい持っていると、内容の更新ができな

くなるというのがありますので、内容の更新であったり、載せている内容もそうなんですが、

地図上の内容も変わったりする場合がありますので、そういったものに対応するために行

っているところです。 

 それでは、次に、7番の質問、文化観光資源案内サイトの指標の目標値はどのように計算

して設定したのかというご質問です。 

 こちらのほう、指標を非常に高めに設定したがために、ずっと目標に到達しないといった

ような状況が続いたところですが、今回第 3次実行計画を策定するに当たり、かなり指標を

現実的なものに見直したという経緯がございます。 

 当初、指標を計算したときに、第 2次実行計画の策定を行った際に、その年の 4月の実績

というのが、大体 1万ページビューあったと。開設したばかりのときなんです。そこを参考

に、大体翌年度以降の 1 か月当たりのサイトの閲覧数を 2 倍にしたいというような目標を

つくって、2万ということから始めたところです。 

 実際には、令和 2 年の 4 月は 1 万 1,624 のページビューがあったんですが、次の月から

は、4,500とかというような形で、最初にできたときに皆さん見ていただいて、その後は大

体落ち着いてきたというようなことで、指標の設定が若干よくなかったのかなと考えてい

るところです。 

 7番の説明は以上です。 

【産業振興課長】 

 それでは、8番に進めさせていただきます。 

 事業名が「中小企業新事業創出支援」でございまして、質問内容としましては、新製品・

新サービス開発支援補助金と、新宿ビジネス交流会の実績件数が少ないと感じた。この件数
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でプロモーションとして効果があるのかという点でございます。 

 まず、新製品・新サービス開発補助金につきましては、もともとこちらは 1件 100万掛け

る 7件分ということで、一応 7件の交付決定はなされているというところでございます。 

 あと、ビジネス交流会につきましては、参加者が少ないという点は我々も認識していると

ころで、改善の必要があるというふうには考えてございます。 

 先ほどの新製品・新サービス補助金とビジネス交流会と、あとビジネスプランコンテスト

という、この 3つ事業でこの中小企業新事業創出支援が構成されているんですけれども、こ

ちらにつきましては、今、産業振興会議において、創業支援の抜本的な見直しを検討してお

りまして、来年の 8 月に報告書が出るんですけれども、そのご審議いただいた内容に応じ

て、このあたり抜本的に変えていくことも検討しているところでございます。 

 続きまして、9番の経常事業の「ビジネスアシスト新宿」、行政書士相談会は毎月第 3水

曜日に実施しており、実績が 2件と少ないが、効果があるのか。また、相談会は事前予約制

とし、予約がない場合は実施しない運用だったのか。それとも毎月実施していたが、相談者

が一人も来なかった回が多かったということなのか、ということでございます。 

 こちらについて、ビジネスアシスト新宿という事業の大本の事業というのは、事業者のも

とに相談員が訪問に行くというものがありまして、これは年間 4、50件の相談があるんです

けれども、それとは別に、この行政書士無料相談会というのを、行政書士会からの要望も踏

まえて事業化しているんですが、周知がホームページ上だけの周知ですので、今後はパンフ

レットに書くとか、そういったこともやっていきたいと考えてございます。 

 あと、こちらは月 2回分の予算を取っているんですけれども、予定をマッチングしてから

両者に来ていただくという形にしておりますので、予定が合わない場合はそもそも実施し

ていないという状況でございます。 

 実情として、予定が合わない場合は、先ほど申しました訪問型のビジネスアシストのほう

で、訪問して行っていただいているというような活用の仕方もやっているところです。ただ、

相談件数が少ないということについては、改善していきたいと考えています。 

 続きまして、10番の「経営力強化支援事業」で、47億円もの多額の予算が計上されてい

るが、この事業を利用した事業者が支援を受けたことで、業績を向上させられているか、効

果検証は行っているのかというところでございます。 

 この事業につきましては、補助金を申請いただく際に、事業実施内容説明書というのを書

いていただいておりまして、その内容を見て、効果があるものかどうかというのを我々のほ

うで判断をさせていただいているというところで、個別の会社にとって事業効果があるの

かどうかというのは見させていただいた上で、交付決定をさせていただいています。 

 個別の会社に対する効果とは別に、区内産業全般にというところでいきますと、今、景況

調査というのをやっているんですけれども、直近の景況調査では、コロナ禍では業況ＤＩが

マイナス 70ポイント以上いっていたのが、今、マイナス 11ポイントということで、コロナ

前よりさらに回復しているというような状況がありまして、これはこういった融資や補助



15 
 

金というものが、融資ですと区内 2万 1,000社のうち 7,000社以上が使われていたりとか、

この補助金も 8,000 社以上が使われている。こういった効果も少なくないのではないかと

考えているところです。 

 続きまして、11番の「売上向上実践講座」についてです。 

 こちらが、講演会や実践講座の参加人数が少ないように感じるし、実践講座各回の内容も

似た内容が並んでいるように見えてしまうため、この事業に 500 万円の経費を要するのか

疑問に感じた。このことも踏まえ、事業経費の内訳・使途を教えてほしいというところでご

ざいます。 

 私どもが主催の定期的な講座として、昨年度から初めてやらせていただいているという

ところでございます。昨年度は参加者が少なかったというところなんですけれども、今年度

につきましては、申込者が 70名ということで、口コミ等で広がっておりまして、私どもと

しては、このやりかけた事業をきちっと成果が出るものとして、今後も継続していきたいと

いうふうにまず考えているところです。 

 また、経費の内訳としましては、各講演会が 66万円、あと講座も 66万円と、あと参加者

につきましては、この事業者がつくっている映像教材費が閲覧できるというサービスも付

加されておりまして、そこが 44万円。あとチラシの作成が 26万円、この合計になっており

ます。 

 ちなみに講座なんですけれども、これは一回一回が 3時間半ということで、結構長いもの

になっているので、そんなに短いものではないということと、あと連続性を持たせておりま

すので、そういった意味で講座の内容が似ていると思われるかもしれないんですけれども、

参加者からすると、第 1回からずっと続いていく形になっておりまして、利用者の満足度も

100％と、皆さんが満足されている状況ということもありますので、今後さらに周知をして、

多くの参加者に利用していただくというところを追求していきたいと考えてございます。 

 続きまして、次の 12番の、売上向上実践講座において、企業や店舗の売上向上に向けた

周知啓発に当たっては、区内事業者の好事例も重要だと思うが、そういった事例の収集・周

知を行っているか、ということで、これはまさに私どもぜひやっていきたいと思っているこ

とでございまして、既に「新宿商人」（しんじゅくあきんど））という商店会向けの冊子に

は、この講座に参加していただいた方の体験談とかそういったものを書かせていただいて

おります。 

 ただ、今は、この講座がどうだったのかというところで、今後は売上実践というところな

ので、本当に売上げが上がったのかどうか、いくら儲かったのかというところです。そうい

ったリアルなところも取り上げていって、皆さんが売上向上に関心を持っていただけるよ

うな、また、この講座自体が、売上げを向上することをもっと事業主が楽しみましょうとい

う趣旨のものなので、そういった形でポジティブに捉えられるような、ここは新宿商人だけ

ではなくて、「ビズタウンニュース」という冊子であるとか、広く周知啓発に努めてまいり

たいと思っております。 
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 続きまして、13番の「地域商業活性化推進事業」なんですけれども、事業経費 10億円の

内訳・使途を教えてほしいというところで、こちらは原資というものがありまして、9億円

の原資です。この原資というのは、例えば 1万 2,500 円のプレミアム商品券であれば、その

2,500 円を区が負担しておりますので、その分を原資といっています。区民の方がご負担さ

れて、自分で購入されるのが 1 万円のわけですけれども、その 2,500 円の集積が 9 億円な

ので、9 億円が原資という形になっております。 

 ちなみに、令和 5年度ですと 9万人の区民の方がお申込みされているので、4人に 1人が

申込みをされている状況でございます。 

 あと、事務経費が 2 億 3,900 万円ほどかかっております。あと、派遣職員 1 名の職員が

480 万円ほどかかっておりまして、こちらの合算というのが事業経費になっている、決算額

としてなってございます。 

 続きまして、14 番の「地域商業活性化推進事業」で、昨年度と比べプレミアム率が下が

っているのはなぜかというところでございます。 

 前回は発行冊数が 30万冊のところ、人気がございまして、36万冊の応募がございまして、

6万分足らなかったという状況が生まれました。それで、令和 5年度につきましては、36万

冊応募していただいた期待にお応えしたいということで、発行冊数を増やしているという

ところでございます。プレミアム率が 30％ですと、そのまま予算が増加してしまうんです

けれども、原資の 9億円というのを動かさないで発行冊数を増やしているので、プレミアム

率は、申し訳ないんですけれども 5％下げさせていただいて、応募を受け付けたところでご

ざいます。 

 5 年度も既に応募受付は終了しているんですけれども、昨年度が 9 万人で、今回は 8 万

9,000 人ぐらいでした。5％減ったんですけれども、ほぼ昨年度と同様のお申込みがなされ

たというところになっています。 

 説明は以上でございます。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 それでは、ただいまのご説明に関しまして、どなたからでも追加のご質問等ございました

らお願いいたしたいと思います。いかがでしょうか。 

【委員】 

 通番 13番です。今、ご説明いただきました事業経費 10億円の内訳なんですけれども、9

億円がプレミアム原資ということを理解しました。 

 それで、このときの実際に抽せんに当たった方で、買われた方というのが 25万冊かとは

思うんですけれども、約 86％ですかね、購入されたということで、これが 100％になった場

合は、この事業経費、赤字になってしまうことでしょうか。 

【産業振興課長】 

 すみません、先ほどの内容なんですけれども、原資は予算額でした。申し訳ございません。
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なので、ちょっと修正をさせていただいて、もともと予算額が原資の部分については 9億円

だったところ、決算につきましては 7億 6,300万円余になっています。 

 先ほどご指摘いただいたように、申し込まれて当選されたんですけれども、ご購入になら

なかったという方が 14％ぐらいいらっしゃったと。こちらの方がご購入されて、また消費

されれば、さらに決算額は増えていくという内容になってございます。 

【委員】 

 よろしいですか、続けても。 

【部会長】 

 どうぞ。 

【委員】 

 次、事業名 535番の「経営力強化支援事業」についてですけれども、こちら、弊社でも利

用させていただいたりですとか、こちらを使って営業等をさせていただいていて、大変この

事業について利用させていただいているんですけれども、採択率が何％かというところ。結

構弊社でも他社を巻き込んで申請をさせていただいているんですけれども、採択率が今の

ところ 100％。1 万件以上、1 万 8,000 件ぐらいの申請が多分ＢＩＺ新宿の一部で審査をし

ていると思うんですけれども、あの人数でいくと結構な割合とスピードで処理していかな

いと厳しいんじゃないのかなと思っていて。採択率が非常に高いものかなと思っていて、採

択率を教えていただければと思います。 

【部会長】 

 お願いします。 

【産業振興課長】 

 採択率については、実際に否決したというものが、電話でお断りしていたりとか、そうい

ったこともやっております。問合せに応じて、それではご申請いただけませんとかというこ

とをやっていますので、基本的に文書で不決定という形での通知というのをやっています

のは、申請内容に疑義があるものとか、あとはちょっと詐欺的な行為を感じるようなものと

か、そういったものは厳しく見ているというのが実態ですけれども、基本的には私どもがや

っている補助金の多くの申請が、設備の購入とか、エアコンを買われたりとか、そういうこ

とで省エネ化を図られるというようなことなので、そういったところで特段厳しくそれを

拒否したりしていないというのが実態です。採択率は計算していませんけれども、実態とし

ては電話でお断りしている内容であるとか、様々な申請が上がってきますので、その内容は

審査をして、否決しているものも多数あるというのが実態でございます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【部会長】 

 よろしいですか。 

 ほかにいかがでしょうか。 
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【委員】 

 質問は通番 5 番なんですが、やっぱり地域商業、いわゆる商店街の活性化というところ

で、具体的に言えばよそで売っていないものを売っているかどうかだということになると

思うんです。やっぱり買物のしやすさだけでいえば、スーパーだとかコンビニにはかなわな

い。でも、ここにしかないものさえ置いておけば、お客様は来てくれるというのを、我々は

実感として持っていますので、ぜひこの地方創生、内閣府の事業、うまく取り入れたところ

と連携というのを進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 ほかに。 

【委員】 

 この 8番から 14番までお話をお伺いしていて、いろいろ勉強になりました。 

 それで、一番この大きいところは、先ほど委員がおっしゃっていた経営力強化支援事業な

んですけれども、結局いろんな事業を展開している中で、やっぱりそれぞれ手間暇がかかっ

ている事業と、かからなくても効果がある事業というのがあるのかなと思ったんですけれ

ども、例えばこのビジネスアシスト新宿というのは、予算はあんまりかからない。例えば売

上向上実践講座というのも、500 万ぐらいであまり予算はかからないと。 

 一方で、経営力強化支援事業というのは、かなり予算もかかるけれども、その職員の方の、

例えば手間暇とかは、どういう形で考察されて、こういうプランを出されているのかなとい

うのが、教えていただきたいなと思ったんですけれども。 

【部会長】 

 お願いします。 

【産業振興課長】 

 やはり手間がかかるものと、手間がかからないものというのがありまして、例えばプレミ

アム付商品券なんかにつきましては、区民の 9万人の応募もありますし、事業者の募集もし

ないといけないですし、そういった意味でかなり労力がかかります。あと、経営力強化支援

事業の、先ほど 8,000 社というお話をさせていただいたんですが、申請件数としては 1 万

2,000 ぐらいありまして、さらに 3月の最終月には毎日 1,000件ぐらい申請が来ていたとい

うようなこともありますので、そういった手間がかかるものにつきましては、外注でやると

か、派遣職員の活用というものもかなり使わせていただいているというところで、プレミア

ム付商品券についても、職員は 1人だけでやっていると。あとは全部外部委託をしていまし

て、委託経費というのはその分少し大きくなるというようなところです。 

 先ほどの補助金事業につきましては、一番繁忙期には、派遣職員を二十何名入っていただ

いてやっている。それでないと、もう全然終わらないというようなところもございます。 

 こうした事業につきましては、緊急的な経済対策という形でやっていますので、なるべく



19 
 

外部の人材を活用しながらやっているのが実態というところでございます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

 そうすると、結局経費がかかって効果が出る事業と、経費がかからないでも効果がある事

業、かなりまちまちなんですね。これだけを見ていると、それが分からないという側面があ

って、だから、それを何かマッピングみたいな形で、効果と経費と、実際に地域の方がどれ

だけカスタマーサティスファクション、感謝しているかというところが多分重要なんじゃ

ないかなと思うんですけれども、例えば経営力強化支援事業のほうは企業のほうにベネフ

ィットがいく。地域商業活性化推進事業というのは、カスタマーサイド、コーポレートサイ

ド両方メリットがいく。それと、経費の関係と職員の方の事務負担。それらがうまくバラン

スして評価、どの事業にフォーカスすべきかということを、区としてやっていかないと、バ

ランスが取れないのかなと。 

 だから、さっきおっしゃっていた売上向上実践講座とか、500 万で 50 名の方が定期的に

来ていただくというところで、効果がある、継続的にやりたいというのはよく分かるんです

けれども、例えばここの 539番とかの事業承継支援というのも、95回の視聴回数に対して、

約 100 万ぐらいかけてやっていらっしゃるというところで、たくさんのプロジェクトをば

らばらにやっていくほうがいいのか、それともフォーカスを絞ってやっていったほうがい

いのかというのが、ちょっと疑問に思ったので、質問事項として上げさせていただきました。 

 以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

【委員】 

 今、委員からお話があったように、一番最初の内部評価を見せていただいたときに、500

万円。あまりにも高過ぎると。要するに、ただ課長からの説明を受けると、何回やって、そ

れがつながっていて、それで出た人たちも満足度が高い等々の部分があればまだしも、10回

やって 500万ということになると、たかだか研修会、講習会で 1回 50万も。これはちょっ

と多いんじゃないかというふうに感じた次第でした。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 今、Ⅲ－10 についてお答えいただき、それに関して深掘りの質問等をいただきました。

ありがとうございました。 

 委員の発言の中にもありましたように、費用対効果がもう少し見えるような形にしても

らったほうが区民も分かりやすいし、それから、我々も評価しやすいと。全部丼で入ってい

る部分があるように思うので、もう少しそれが、一体どれが間接経費で、どれが何なのかと

いうのが分かるような立てつけに、次回からしてもらえたらありがたいなというふうに思
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った次第でございます。ありがとうございました。 

 それでは、Ⅲ－10についての質疑は終わりました。 

 以上で所管部署の皆様はご退席いただいても結構です。ありがとうございました。 

 最後に、個別施策Ⅲ－13 に関する質問、質問リストの 15 から 19 についてでありますけ

れども、所管部署の皆様は質問番号順に回答をよろしくお願いいたします。 

【新宿観光振興協会担当課長】 

 それでは、通番 15、質問内容としましては、成果指標の「一番期待していた場所」は、旅

行する前の期待値を測定するものだが、この施策を正確に評価するためには、実際に新宿を

訪れた観光客の満足度を指標にするのが適切ではないかというご質問に対するご回答です。 

 こちらの指標は、こちらの施策評価シートにも記載のとおり、東京都の国・地域別外国人

旅行者行動特性調査の調査項目より抜粋しているところでございます。 

 こちらの調査の項目には、「一番期待していた場所」とともに、「一番満足した場所」と

いうのも一つの指標として入っているところでございますが、「一番期待していた場所」を

指標に選んだ理由としましては、新宿を旅行先として選んでいただくためには、旅行に出発

する前の計画段階、いわゆる旅マエといいますけれども、旅マエの情報提供が重要となって

おります。 

 区では、施策の方向性に、新宿のまちの魅力の発信を掲げており、国際観光都市としての

魅力とブランド力の向上に向けた情報発信に取り組んでいるところでございます。 

 このため、外国人旅行者が旅行先として新宿に魅力を感じ、訪問先に選んでいただけたか

ということをはかるために、「一番期待していた場所」というのを指標にしているところで

ございます。 

 ただ、いただきましたご意見については、次期総合計画策定時に施策を検討する中で、施

策にふさわしい成果指標というのを、また改めて検討してまいりたいと考えてございます。 

 続きまして、通番 16、経常事業 579 で「新宿観光案内所の運営」につきまして、来所者

数が 17 万人に上っていますが、対応する人員は十分に確保できているのかというご質問に

ついてです。 

 令和 5年度の新宿観光案内所の来所者数は 17万 3,020人、相談件数はこのうち 9万 5,522

件でした。観光案内所のほうは様々な観光案内関連のパンフレットや観光マップ等を設置

しているほか、ＡＴＭや両替機を設置するなど、自由にお入りいただいてご利用いただくこ

とができる場所となっております。 

 このほかに、旅行者の各相談に応じるため、常時 3 人以上のスタッフを配置しておりま

す。相談件数は 3 人のスタッフで換算しますと、大体 1 時間当たり、1 人約 10 人の対応を

していることになります。 

 ただ、この人員、相談件数につきましては、例えば桜の季節などは、本当に多くのインバ

ウンドの方が訪れまして、かなり行列もできてしまったというような話も聞いているとこ

ろですが、今は梅雨の時期に入りまして、比較的案内所も落ち着いているような時期となっ
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ております。 

 また、相談につきましては、1 人当たり本当に 5分、3分等で終わってしまうような、短

時間で終了するものから、中にはお忘れ物の対応ですとか、日本でどこに行ったら楽しめる

のかなんていうご相談に、1時間以上かけて丁寧にスタッフが対応するということも時には

ございますが、現時点では相談者に対して案内所のスタッフが不足するといった状況は、こ

ちらのほうでは把握していないところでございます。 

 ただ、今後も来所者数や相談数の動向というのは、適宜こちらのほうでも把握しながら、

状況に応じました適正なスタッフの配置に努めてまいりたいというふうに考えております。 

 私のほうからは以上です。 

【文化観光課長】 

 文化観光課長です。 

 私からは、17番からご説明をいたします。 

 まず、17番、Shinjuku Free Wi-Fiは、サービス提供エリア等について、Japan Wi-Fiと

重複しないよう調整されているのかというご質問です。 

 こちらの Japan Wi-Fiというのは、Japan Connected-free Wi-Fiのことということでよ

ろしいですかね。 

【委員】 

 はい。 

【文化観光課長】 

 この Japan Connected-free Wi-Fiというアプリは、これをやっているのはＮＴＴドコモ

系なんですが、その場所で、そこのシステムを使ったフリーWi-Fiを拾えるというようなア

プリになっています。ですので、そこの場所に立って、このアプリを使うと、今言った規格

のものを受信します。 

 基本的には、ほかの Wi-Fi が入るところにはフリーWi-Fi は設置しないようにしていま

す。 

 ただ、新宿駅の周辺につきましては、非常に利用者数が多いということで、やはり 1個入

っていれば大丈夫かというとそうでもないというようなことがありますので、若干の重複

しているものがございます。そういった形ですが、基本的には重複しないように設定してい

るところです。 

 次に、質問番号の 18番、この事業で整備した Wi-Fi環境が、事業概要に掲げる、旅行者

が何度でも訪れたくなるまちづくりにどの程度寄与したか、観光客数等から分析している

のかといったご質問です。 

 こちらのほうは、観光客数という形では特段分析はしていないんですが、Wi-Fiの年間利

用者数であったり、いわゆるページビュー数、そこを通したページ数で評価を行いつつ、今

の需要というんですか、どういったものを皆さんが必要としているかというようなことと、

もちろん利用が多ければ、それだけ良好の施策だという判断をしているところです。 
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 この事業をなぜ今でもやっているかといいますと、今でも、多分民間の出版社なども、

様々な調査をしていて、訪日外国人が何に困りましたというような調査をしています。その

中で、やはり断トツに多いのが、Wi-Fi環境が少ないというようなお答えが多いと。これは、

いわゆる SIM カードフリーで、こっちに来て SIM を入れ替えれば使えるみたいな話もあり

ますが、やはり今でも Wi-Fiというのは、一番特段の設定をしなくても、自分の国から持っ

てきた機器が使えるといったようなことで、Wi-Fiを求める声が大きいと、このようなこと

があります。また、いわゆる国際観光都市新宿としての魅力の向上といっているところです

ので、ある意味逆説的に、Wi-Fiが全然ないというのは本当に魅力的なんですかというよう

な判断の下、まだまだ需要があると判断をして、こういった事業をやっているものです。 

 ちなみに、年間の利用者数でいいますと、令和 2年、令和 3年というのは、これはコロナ

の時期でして、利用者が年間で 10万人ぐらいだったものが、令和 4年度には 18万人、令和

5 年度には 26 万 5,900 人とかなり増えてきていることで、そういった意味で、新宿に訪れ

る方々、この事業そのもので来ているとは思いませんけれども、様々な取組、また、民間の

方々の様々な魅力あるコンテンツ、まちの魅力、こういったものを全て総合してこういった

数字になってきているのかなと評価をしているところです。 

【総務課長】 

 私からは、通番 19番、経常事業 584「ふるさと納税管理事務」に関するご質問、こちら、

新宿区では令和 5年 10月にふるさと納税返礼品を導入させていただきましたが、この寄附

金額に目標は設定されているのかといったご質問にお答えさせていただきます。 

 この回答に当たりまして、ふるさと納税に対する区の考え方、また、昨年 10月になぜ導

入したのか。導入後、区がどういった考え方でこちらの制度を運用しているのかといった順

でお答えさせていただく中で、この問いについてもお答えさせていただければと考えてお

ります。 

 まず、区のふるさと納税、返礼品に関する考え方でございますが、ふるさと納税、こちら

については、この影響により、区の減収額は年々増加し続けております。やはり減収が増え

るといったようなところでは、全区民がこういった減収による行政サービスの低下の影響

を受けざるを得ない一方で、制度を利用する区民のみが返礼品の恩恵を受けるといった不

公平が生じるなどの制度のゆがみが顕在しているものと考えております。 

 また、ふるさと納税につきましては、減収分の補塡が地方交付税で国から補塡されるとい

う制度もございますが、新宿区を含む特別区につきましては、地方交付税不交付団体という

こともございまして、この減収分の補塡もされないという点も問題であると考えておりま

して、特別区長会を通じまして、制度の改善を求めさせていただいているといった状況でご

ざいます。 

 基本的には区といたしましては、こういった考えの下、昨年の 10月までという形になり

ますが、返礼品つきのふるさと納税といったところは採用してこなかったといった経緯で

ございます。 
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 一方で、導入に至った理由でございますが、ふるさと納税制度の本来の趣旨でございます

生まれ育った自治体や応援する自治体への支援、税の使われ方、地域の在り方を考えるきっ

かけになる点といった点については賛同している点、また区内経済団体などからの要望を

受けまして、新型コロナウイルス感染症の影響によってダメージを受けた区内産業を支援

するという観点から、昨年 10月にこの返礼品つきのふるさと納税を導入したというところ

でございます。 

 こちらを導入した後、現在の運用でございますが、やはり返礼品をきっかけに、多くの方

が新宿区を訪れ、積極的な消費活動につなげることで、区内産業の活性化を図っていきたい。

また、返礼品につきましては、地元のもの、地元のことというのが、返礼品の採用基準にな

りますので、こういった地元のものを通じまして、新宿区の魅力を広く発信し、応援してい

ただく方を増やしていく。こういった狙いの下、ふるさと納税の返礼品を運用させていただ

いているところでございます。 

 こういった点から、幾ら寄附をいただくといったようなところまで設定しているという

わけではございませんが、引き続きこういった地元のものを返礼品に導入させていただき

まして、新宿区の区内産業の活性化、また、区の魅力の発信といったようなところを進めて

いければというふうに考えているところでございます。 

 回答は以上でございます。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に関しまして、追加の質問等、あるいは感想等ございました

ら、どなたからでもどうぞ。 

【委員】 

 私が質問させていただいたのは 16番のところなんですけれども、新宿観光案内所の運営

で、来所者数が 17万人に上っているが、対応する人員は十分に確保できているのかという

ことなんですけれども、結局先ほどご説明いただきまして、季節によって梅雨の時期はあま

り客が来ていなくて、桜の時期は客が来ているということで、それで 3人以上で対応してい

るということで、要は観光客数が増加してくれば、やっぱり人を余計にロケーションして対

応していくということだと思うんですけれども、これというのは、例えば何人も、来場者数

が何人来たから、人数は何人ロケーションするというのは、明確に何か基準みたいなものが

あったり、それは、その新宿の観光案内所だけじゃなくて、いろんな区が観光案内所という

のをつくっていらっしゃると思うんですけれども、ほかの区がつくっている観光案内所と、

新宿での対応状況というのは異なったりするのでしょうか。 

【部会長】 

 ご回答をお願いします。 

【新宿観光振興協会担当課長】 

 ほかの区との対応状況の比較というのは、今、私どものほうでそういった分析はしていな
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いところです。 

 ただ、委員からも先ほどおっしゃっていただいたとおり、例えば来場者数が、4月ですと

前年度比 21.1％増、5月で 16.9％増、6月で 3.1％増となっています。 

 また、相談件数で見ますと、令和 6年 4月は、前年同月比で 15.1％増、5月は前年同月比

で 2.1％増、6月につきましては 10.6％増と、増加率がここのところ著しく増えているよう

なところが見られます。 

 こちらの事業は事業者に委託をして、案内所に人を出していただいていますので、その中

で事業者と十分話し合い、また、他区の状況なども参考にしながら、次年度、一体何が適正

なのかというところは、改めて見極めていきたいというふうに考えてございます。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

 私、やっぱりこの観光業というのは、非常に重要な要素だと思うので、例えばいろんな、

580 番の「観光振興協会を中心とした新宿の魅力の発信」とか、先ほどのフリーＷｉ－Ｆｉ

とかもそうですし、あと、観光関連団体との事業連携、情報交換、そういった物事について、

やっぱり適正なＫＰＩを、だから、何が適切な指標なのかというのが、例えばホテル業、客

室稼働率とか客単価とかそういうものがあったと思うんですけれども、そういうのを恐ら

く観光業的な目線で区としてもやっていく必要があるんじゃないかと思いますので、それ

はやっぱりベストプラクティスを、いろんな区ですとか、あるいはほかの観光業との意見交

換を通じてやっていただけたら、よりよい区の行政ができるのではないかと考えます。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【委員】 

 追加の質問で申し訳ないんですが、この観光案内所で、最近はいろいろなカスハラじゃな

いですけれども、トラブルというか、接遇されていてあるのかということは把握されている

んでしょうか。 

【部会長】 

 お願いします。 

【新宿観光振興協会担当課長】 

 今、委員からおっしゃっていただいたように、確かに無理難題を言って、なかなか帰って

くださらないというようなことがあったということは、こちらも耳にすることもございま

す。そうしたところは、例えば物を投げつけるということが一回あったんですけれども、そ

ういうときは、即 110番するようにということで、観光案内所には伝えてあります。 

 また、そのほかなかなか帰らないというときは、私どものほうに連絡していただいて、距

離はあるんですけれどもすぐ飛んでいくとか、そういったことも緊急時の対応としては想

定しておりますので、そこはしっかりと窓口で不便のかからないように、今後引き続き連携
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して取り組んでいきたいというふうに考えております。 

【委員】 

 ありがとうございます。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【委員】 

 宮城県の女川町では、令和 5年度のふるさと納税の返礼品に、地域通貨、アトム通貨を使

った。しかし、この新年度はやめるという連絡が来ています。 

 やっぱりさとふる等々、ああいうところの手数料が高いと出ていると思うんですけれど

も、せっかく早稲田、高田馬場でやっている地域通貨がありますから、そういうのもうまく

使うような方向で進めていくのは一つの手なんじゃないかなというふうに感じたものです

から、質問というよりも意見です。 

【総務課長】 

 分かりました。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。大体よろしゅうございますでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 委員からもちょっとありましたが、年度で委託という話だったんですけれども、じきに、

もう年度で委託しちゃったら、需要が増えても増やせないとか、かなり硬直的な仕様書にな

っている可能性があるかなと思っていまして、もう少し柔軟に動かせるような、そういう仕

様書をつくっていただけると、人数に応じて、ニーズに応じて対応人数が増やされるような、

そういうこともできるのではないかなと、お話を聞いていて思いました。ご検討いただけた

らなと思いました。 

 それから、カスハラの話ですけれども、もうニュースにもなっていましたが、今月、都の

ほうでカスタマーハラスメント条例を、今、検討しておられて、パブコメも先週の金曜日か

ら始まりました。今週の金曜日から検討部会がスタートしまして、そこでガイドラインを検

討していきます。4回ほど議論をして、そこで各業種ごとのガイドラインをつくっていただ

くようなベースを考えることになっていまして、公務員に関しては公務員の部分について

議論するということになっているんですけれども、そういった、観光案内所みたいなものの

ガイドラインも、全国的なそういう業界はあると思うので、作っていただけたらなというふ

うに、今、お話を聞いていて思いました。 

 ありがとうございました。 

 それでは、個別施策Ⅲ－13 についての質疑は終わりました。所管部署の皆様、どうもあ

りがとうございました。ご退席いただいて結構でございます。ありがとうございました。 
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 それでは、本日の振り返り、整理をしたいと思います。 

 本日のヒアリングを受け、ご意見、ご感想等があればお願いしたいと思います。併せて追

加の質問等があればお願いしたいと思います。いかがでしょうか。どなたでもどうぞ。 

【委員】 

 先ほどもお話しさせていただいたように、内部評価をいただいても、今日のヒアリングの

ときに話をすればいいということなのか、そのあたり分かりませんけれども、随分内容的に、

切り口としては深いんだろうけれども、ちょっとざっくりし過ぎて。あの 500 万は高いよ

ね。あの書き方で言われたら。 

【委員】 

 50人で 500万ですと、1人受けている人 10万かかっているということですよね。 

【委員】 

 だから、そういうところを、やっぱり外部委託して、それから外部のほうにいろいろなネ

ット上の部分をつくってということで、役所としては弱点のところを助けてもらっている

ということがあるのかもしれないけれども、やっぱりいまいち書き方がまずいんじゃない

のかな。そんな気がしました。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。 

【委員】 

 そうですね、ちょっと思い出しちゃったんですけれども、最近ごみ箱がなくて困るのが、

テロがあってからというのがあったと思うんですけれども、特に歌舞伎町ぐらいですと、や

はりあまりきれいなイメージがないので、これからもごみ箱はない状態で続くのかなとい

うのは気になりました。 

【部会長】 

 これは、第 3部会ですかね。どうですか。 

【事務局】 

 評価作業の成果物の中で、ご意見として書いていただければ。 

【部会長】 

 そうですね。 

【委員】 

 私のほうは、やっぱり今回のいろんなお話を聞いて、区というのも、一つの企業と同じよ

うな考え方で管理すべき部分と行政評価として、もっと区民の利用の利用頻度とかＫＰＩ

とかを考えていくということが多分大切なので、その中で、例えば固定資産の管理という点

で、録音機とか防犯カメラとか、そういった部分は、物の実在性だとか、その物が実際に利

用されているかとか、そういったところを見ていく必要があるんだけれども、今回の我々に

配られた資料からは、全くそれが読み取れないという問題があるのかなと。 
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 あと、先ほど議論になっていた、例えば中小企業の支援とかで、やっぱり事業継承支援と

か産業振興課がやっていらっしゃるところとか、いろんな施策があるんですけれども、その

施策は恐らくすばらしいものだとは思うんですけれども、そこで外部評価をするためには、

やっぱり経費の内容だとか、効果の測定だとかをきちんと行っているということを示すよ

うな指標を、今回拝見することはできない。 

 でも、それは、例えば印刷物をたくさん配りましたといって、それがいろんな、例えば言

語で配りましたというところとかも聞きましたけれども、どういうトレンドで言語が増え

ていっているのか、減っていっているのかとか、そういったところが分かるようなことには

ならないという。印刷物とかインターネットとかの指標とかも、どこを目指しているのかが

ちょっとよく分からないところがあるので、そういうところはほかの区がどうやっている

のかなというところ、あるいは都とか国がどう考えているのか。例えば観光案内所の管理は

どうあるべきなのかとか、あと、区の施設で利用されている、40％利用されているとか、35％

利用されているとかと言っているんですけれども、じゃ、それは何％を目指すべきなのかが

分からない。そういったところがあります。 

【委員】 

 すみません、意見なんですけれども、やっぱり行政の縦割りというのを、今ここで課長さ

んたちがいらして話を聞いていても、確実に分かるという言い方をすると大変申し訳ない

んだけれども、我々町場の人間からすると、そこに住んでいる人が楽しく幸せになればいい

ということでいえば、やっぱり自殺なんかしてもらいたくないということになってくると、

産業振興と、それから安全・安心のところというのは、どこかしらで横串を入れなきゃ難し

い。そういうことが増えてきているんじゃないのかなというふうに思いました。 

 それから、意見とすると、さっき産業振興課長がおっしゃっていましたけれども、しんじ

ゅく逸品、年に 2回しかやらないわけです。細かいところをほじくり出すつもりではないん

ですけれども、やっていますというアリバイづくりがまだまだ残っているんで。 

 それから、委員がおっしゃったように、ほかがどういうふうにやっているのかというとこ

ろ、実は、信用組合、東京信用組合、あそこがやっぱり逸品活動を、日本中の信用組合のネ

ットワークでやっているんです。四谷にも東京信用組合があるんだから、やっぱりもうちょ

っと調べていくと、面白いことができるんじゃないのかなというふうな、それこそ地方の信

組さんのお客さんを対象にして、圧倒的な消費地の東京で売りのチャンネルを出すなんて

いうのを、ぜひそういうのも進めていっていただければなというふうに思いました。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 ほかに。 

【委員】 

 委員がおっしゃったように、費用対効果というところがちょっと分からないところがあ

ると、やはり日々の事務作業に追われているかとは思うんですけれども、予算を使って行っ
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たというだけでは、こちらとしても後々この評価をするのがちょっと難しいかなというふ

うに思いました。もう少し分かりやすい効果の後追いのフィードバックの部分を教えてい

ただけるようになったらありがたいかなと思います。 

 以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございます。 

 いろんな意見をいただきました。ありがとうございます。 

 私からも一言だけですけれども、今もいろんなお話、ご意見が出たように、今のこの評価

の仕組みでいうと、本当に総合計画をバラバラにして、こことここ、というと、どうしても

課単位に下りてきてしまって、そこの課の事務事業評価になってしまいます。そして、そこ

のアリバイをつくりやすい評価指標をつくってこられて、こっちは見ても分からない状態

になってしまっています。これは、いわゆる事務事業評価の限界というところだと、個人的

には前から感じているところです。 

 先ほど、例えば委員がおっしゃったところでいくと、観光案内所というのは、どうあるべ

きなのかという議論を本当はしたいんですよね。区役所が直接やるべきなのか、あるいは委

託で今のような形でするべきなのか。あるいはもっと民間にいろいろ自発的にやってもら

うような仕組みをつくって、それをサポートするような仕組みにするべきなのかという、そ

もそもどうすべきなのかという議論を、これを外部評価委員会のほうでは私はやりたいな

と前から思っておりまして、今回最初の冒頭の全体会のときに申し上げた次第であります。 

 これは、委員が先ほどおっしゃった、例えば自殺を減らすということでいうと、じゃ、原

因は何なのかと考えると、いろんな方が全部関わってくるんですよね。そのこと、自殺を減

らすと、非常に大きな目標のためにどういう取組をしてもらったらいいのかということを、

外部評価委員会で考えるとか、そういう仕組みづくりをしたいなと思っておりまして、それ

は今のこの事務事業評価の仕組みでは絶対できないんですよ。課単位に下りてしまう。そこ

までは私ども答えられませんという話に必ずなってしまいますから、なので、何とか総合的

に何かテーマを見つけて、それを評価委員会のみんなで、3 つ部会があるとすれば、3 つテ

ーマを決めて、それについてとことんやるような、そういう会議に、私としては来年度以降

変えていっていただければなと思っているところでございます。これはまた 10月、11月頃

に、全体会議で議論したいと思います。 

【委員】 

 やっぱり先生、11月にそういう発言をされるというのは、本当に期待するところです。 

【部会長】 

 日本だけじゃなくて、ほかの国でもそういう連携政府、イギリスでいったらジョイント・

アップ・ガバメントとか、2010 年頃から相当言われていて、もう縦割りだったら何も解決

しない部分がたくさんあるじゃないかと。子供の、例えば児童虐待の問題も、これはチャイ

ルド・アビューズの担当省だけの問題じゃなくて、いろんなところが関わってくるんですよ



29 
 

ね。それは、本当の課題を解決するためには、そういう総合的な視点が絶対に必要だ。全世

界の政府にも大きな傾向なので、新宿区にもぜひそういう視点を持つ委員会ができたらい

いなと、この外部評価委員会がそれになり得るんじゃないかなと思っているところでござ

います。ありがとうございます。 

 本日の議事はこれで終了となります。最後に事務局から事務連絡をお願いします。 

【事務局】 

 事務連絡の前に確認させていただきたいのですが、今の振り返りでご議論いただいたと

ころで、幾つかご意見が出たと思うんです。これの扱いはいかがしましょうか。 

 各委員さんが、恐らくご自分でおっしゃったことを覚えてくださっているので、今後ご案

内する評価のところで、ご意見として書いていただいて、それを次回の取りまとめのときに

と、そういう扱いにさせていただいてよろしいですか。 

【部会長】 

 そうですね、はい。 

【事務局】 

 では、事務連絡に入らせていただきます。 

 本日ヒアリングが終わりましたので、この後は委員各人での評価作業ということになり

ます。まずスケジュール確認をさせていただきたいと思います。 

 こちら、第 3部会は、ヒアリングが第 1日程でもう終わりましたので、残る 2つの日程、

7月 25日と 7月 30日のヒアリングの予定はキャンセルとさせていただきます。 

 ついては 8月 13日の火曜日、午後 1時半からで、評価取りまとめの会議をさせていただ

きますので、ご参集いただきますようにお願いいたします。 

 それで、ここの 8月 13までは、委員の個人評価の時間になります。本日お配りしました

外部評価チェックシート、書き方としましては、評価という欄があると思います。その中で

「順調に進んでいる」から「遅れている」まで、4つの評価の選択肢がありますので、どれ

かを必ず選んでいただくようにお願いいたします。 

 その下に、必ずこの評価をしていただいた理由のコメントをお書きいただくようにお願

いいたします。 

 その下の 2つ、今後の取組の方向性に対する意見と、その他意見・感想については、こち

ら、該当するご意見がある場合のみお書きいただくこととして、特にない場合は書いていた

だかなくて結構です。 

 続きまして、経常事業のシートにつきましては、ご意見がある経常事業のみについてお書

きいただくようにしたいと思います。そのため、事業名はあらかじめ印字はしておりません

ので、ご意見のある経常事業については、事業番号と事業名をお書きいただいた上で、ご意

見を書いていただくという形でお願いいたします。 

 計画事業の様式も見ていただきたいんです。こちら、先ほど施策の評価のシートと同じで、

評価が「計画以上」「計画どおり」「計画以下」の 3択になっていますので、今回の評価の
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中でどれかを選択していただいて、チェックをつけていただいた後、評価理由を下の欄にコ

メントをご記入いただくようにお願いします。 

 その下の今後の取組の方向性に対する意見及びその他の意見・感想については、こちらも

施策と同様で、ある場合に書いていただいて、特に該当する意見がない場合は書いていただ

かなくて結構です。 

 以上、3 つのシートの書き方について簡単にご説明いたしました。 

 8月 7月水曜日、終日中に事務局にご提出いただくようにお願いいたします。 

 事務局からの説明は以上です。 

【部会長】 

 ありがとうございました。 

 何かほかに皆さんのほうでご連絡事項等ございますか。よろしいですか。 

 それでは、これで閉会といたします。お疲れさまでございました。ありがとうございまし

た。 

 

＜閉会＞ 


